


用できる緊急炉心冷却装置(ECCS)は、制御棒挿入が完了した出力停止後

の原子炉崩壊熱を冷却する能力しかない。制御棒挿入が完了しない出力

中原子炉の冷却には能力不足である。したがって、メルトダウン、メル

トスルーに至る危険がある。

④海水ポンプの海面からの高さは1，2号炉がT・P+5.0m，3号炉がT,P

+4.5mなので、6～10mの津波によって海水ポンプが冠水して海水ポン

プの機能が喪失し、原子炉の冷却、非常用ディーゼル発電機等の冷却が

できなくなり、メルトダウン、メル|､スルーに至る危険がある。

⑤3号炉では､津波の最高水位をT・P+3.5mと想定した上で、津波の影響

を考慮した最低水位をT｡P-3,02mと想定し、海水取水可能水位T.P-

3.39mとの間に0.37mの余裕があるとしているが、6～10mの津波だと、

海水取水可能水位を超える水位低下となり、海水ポンプが機能を喪失し

て、上記④同様のメルトダウン、メルトスルーに至る危険がある。

第3 上記意見の理由

①上記①の理由

原子力発電所は、1000万点あまりの部品によって構成されている極めて

複雑な構造物(注)なので､品質マネジメントシステムを、部品及びそれ

を総合した機器、設備のすみずみまでに浸透させることができない。不

適合(故障)再発防止対策等の処置が全てに行き渡っているとは限らない。

したがって、設計地震加速度以下の地震でも、機器設備が健全とは限ら

ない。不適合品の配管等が損傷され、メルトダウン、メルトスルーに至

る危険がある。まして、上記地震動のように設計地震加速度以上の地震

に遭遇した場合には、適合品質の配管等ですら損傷され、原子炉システ

ムの機能不全により、メルI､ダウン、メルトスルーに至る危険がある。

（樹

出典1：業界紙踊mse(ResearChlnstitutehrMathematicsandScience

Education)2012年9月創刊号｢(財)理数教育研究所設立記念講演in東

京」の14ページ目 f1111RQ｛

出典2：原子力委員会定例会議[平成18年6月27日(火)]における講演資

料[日本原子力研究開発機構システム計算科学センター中島憲宏「原子力

機構におけるシミュレーション研究」］の2ページ目

httl]:ﾉﾉwww･aec･輿0 /iicst/NC/iinkai/teirei/siryo2006/silo25/sirVo22.pdf

②上記②の理由

「制御棒挿入性評価における応答倍率法の適用」の根本的な問題点につ
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いて、添付資料1にて説明する。制御棒が原子炉設置変更許可申請書添

付十安全解析での前提となる制御棒挿入時間(2.2秒)以内に挿入できな

いと、原子炉出力状態にある原子炉を冷却することになり、設備能力が

足りなくなる。これをATWS(AnticipatedTransientWithoutScram:ス

クラム失敗を伴う予期された過渡事象)という。制御棒挿入遅延が長引く

と、炉心溶融(メルトダウン、メルトスルー)になる可能性がある。

添付資料1記載の問題六点とその結論を、以下に摘記する。

【制御棒挿入性評価における応答倍率法の適用の根本的な問題点】
◎応答倍率法の適用では、鉛直動縦振動)を考慮していない問題点

制御棒と燃料集合体に鉛直動縦振動)地震が加震されると､制御棒は

自由落下状態で上下振動し、燃鵜燦合体は原子炉容器に固定された状

態で上下振動することになる。このため、制御棒と燃料集合体の相互

間に振動位相のずれが生じ、燃料集合体の構成要素である制御棒ガイ

ドシンブル儲り御棒案内管)内の冷却材が増える状態、つまり、制御棒が

一時的に引き抜かれる現象が生じる。制御棒が引き抜かれ、制御棒挿

入時間が伸びる現象は、全体の制御棒挿入時間に加算しなければなら

ない。多度津工学試験所での加振試験では、実際の地震が3次元加震

されることによる制御棒挿入時間増加が考慮されていない。このため、

設置許可変更申請書安全評価上の制御棒挿入時間制限(2.2勅の超過と
なる危険性がある。

◎制御棒挿入試験(加振台)で使う地震入力波､解析で使う地震入力波が、

特定の代表地震波(M該ﾘ歴震動が同じ)である問題点

実際の地震波は、鉛直動(縦振動)を伴う速度波形のいびつな複合地

震波(三次元)であり、時刻歴震動は多種多様である。また、制御棒挿入

関連機器(ドライブライン)構成要素は、制御棒、制御棒駆動機構、上部
炉心支持構造物、燃料集合体(制御棒ガイドシンブル…制御棒案内管)、

下部炉心支持構造物である。それぞれの機器に重力加速度、地震加速

度(三次元)が加わった時､それぞれの機器が持っている固有振動数モー

ドが異なるため、各種地震波での共振領域はそれぞれ異なる。したが

って、特定の代表地震波(水平二次元)実験のみで､伊方3号の制御棒挿

入性が適切に模擬されるとは、到底考えられない。

◎今回の伊方原子力発電所基準地震動Ssでの制御棒挿入時間は、直線外

挿の評価であり、直線内挿の評価ではない問題点

四国電力は「遅れ時間が直線的に増加する範囲」と主張するが、実
験科学的に証明されているとは言えない。つまり、線型推定する場合

に、直線内挿の評価では実験科学的に証明された推定範囲に属するが、
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直線外挿の評価の場合には単なる予想、推測範囲でしかない。特に、

比例幅が大きくなると予想の確実性も低くなる。1000ガル、2000ガル

以上もあり得る加速度の場合には、「遅れ時間が直線的に増加する範

囲」とは、とても言えない。そのうえ「､ドライブライン」製作公差鰊

入遅れ方向)も、燃料集合体内での燃料棒滑り現象も考慮が必要である。

製作公差、非線形の振動および滑り現象を考慮すると、その予想がさ
らに不確かなものとなる。

◎挿入性評価基準値(2.2秒)を超過している問題点

「伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用

性」の5ページ目に記載の基準地震動Ss時の評価基準値は2.50秒、

通常運転時の挿入時間は1．87秒である。原子炉設置許可申請書添付

十での安全解析前提条件となる制御棒挿入時間2．2秒との整合性がな

い。安全解析での制御棒挿入時間が2.2秒なら、基準地震動SS時の評

価基準値も2.2秒でなければならない。2.2秒を守れるか否かは、実規

模加震時制御棒挿入試験で安全確認する以外はない。低加速度での試

験からの外挿計算(推測)、鉛直動(縦振動)を含まない多度津試験からの

コンピュータ外挿では、安全確認は不可能である。基準地震動Ssの評

価基準値2.50秒を見直ししないならば､新基準地震動時の評価基準挿

入時間(2.50秒)と各種事故とを重ね合わせた安全解析が必要である。

つまり、安全解析の前提条件(評価基準値2.2秒を変更し、評価基準値

2.50秒にして、改めて安全解析が必要となる。

◎応答倍率法の問題点

地震における応答倍率法とは､時刻歴震動において鉛直動(縦震動)と横

震動値-Y水平震動)の最大値が別々の時刻に現れた場合に､代表震動最

大値を決定する方法である。この場合、縦震動と横震動の最大値の単

純和を分母として自乗和平方根を分子して代表震動最大値を決定する。

「伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用

性」の5ページ目ではこの手法を制御棒挿入性の評価に適用している。

最初に述べたように、鉛直（縦）震動による制御棒挿入時間の遅れの

メカニズム(制御棒浮き上がり)は、横震動による制御棒挿入時間の遅

れのメカニズム(摩擦抗力)とは、全く違っている。独立して発生する

制御棒遅れ時間である。これは、上述の地震における応答倍率法を借

用するのではなく、独立して加算すべき遅れ時間となる。

◎炉安審「制御棒挿入に係る安全余裕検討部会」審査委員の問題点

審査委員はいずれも原子力推進組織(原子力ムラ)の職員であって、利

益相反関係にあることから、その審査の信用性についての問題がある。
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③ 上記③の理由

毎秒約7kulのゞ P波で地震を検知し、制御棒の挿入が始まっても、毎秒
約31皿のS波が到達するまでに1秒程度の時間しかない。高知大学岡村
教授の意見書によると、P波の秒速が約7m、S波の秒速が約3kmとの
ことなので、5klllの距離だとすると、P波の到達時間は0.71秒、S波の

到達時間は1.67秒となり、P波到達後S波が到達するまでの時間は0.96

秒となる。8kmの距離だとすると、P波の到達時間は1,14秒、S波の到
達時間は2．67秒、P波到達後S波が到達するまでの時間は1．53秒とな
る。s波が到達した時、制御棒の挿入（「スクラム信号により制御棒を支
持しているラッチが開くまでの時間0.3秒」＋「設計挿入時間2.2秒」＝
2.5秒)は完了していない。

耐震設計上、原子炉建屋はsクラスだが、タービン建屋は一般建築物
と同じcクラスなので、設計地震動の加速度では、原子炉建屋が倒壊等
を免れたとしても、タービン建屋は倒壊等を免れないし、少なくとも、
両建屋をつなぐ2次系冷却水配管等の損傷は免れることができない。そ
の結果、主給水ポンプから蒸気発生器への給水、および蒸気を蒸気発生
器からタービン建屋にある復水器まで送ることが不可能となり、原子炉
の2次系冷却ができなくなってしまう。利用できる緊急炉心冷却装置
(ECCS)は、給水源である燃料取替用水タンク容量、安全系ポンプでの給
水流量とも、制御棒挿入が完了した出力停止後の原子炉崩壊熱を冷却す
る能力しかない。制御棒挿入が完了しない出力中原子炉の冷却には能力
不足である。冷却能力不足の場合には、原子炉が過熱状態となり、加圧
器安全弁が作動して、原子炉冷却系の冷却材が次第に喪失する。そのう
ち、原子炉容器から冷却材がなくなり、メルトダウン、メルトスルーに
至る危険がある。

④上記④の理由

海水ポンプの海面からの高さは1，2号炉がT・P+5．0m，3号炉がT.P
＋4.5mなので、6～10mの津波によって海水ポンプが冠水して海水ポン
プの機能が喪失し、原子炉の冷却、非常用ディーゼル発電機等の冷却が
できなくなる。被告準備書面(3)において、四国電力は、敷地高さであ
るT.P+10mを超えない限り、防潮堤などにより、海水ポンプを設置し
ているピットへは下部から海水が浸入することはない構造となっている

と主張しているが、3．11の際、女川原発で海水を取り入れる地下のトン

ネルやケーブルなどを通す建屋の貫通部を通じて海水が入り込み、原子
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⑤

炉建屋の地下が浸水し、海水ポンプや非常用ディーゼル発電機も停止し

たことが､国際原子力事象評価尺度(INES)レベル2の事故として､2013

年7月10日、原子力規制委員会によって最終評価されている(注)。伊方

原子力発電所においても、海水を取り入れる地下のトンネルやケーブル

などを通す原子炉建屋貫通部を通じて海水が入り込み、原子炉建屋が浸

水して、海水ポンプや非常用ディーゼル発電機も停止する可能性は否定

できない。したがって、メルI､ダウン、メルトスルーに至る危険がある。

(湖国際原子力事象評価尺度(INES)レベル2の出典：

「原子力施設等の事故・トラブルに係るINEs(国際原子力.放射線
事象評価尺度）評価について」平成25年7月10日原子力規制庁

ht伽:〃､，，W､nsr,日o､1p/commltteenKiseiﾉdata/001404.pdf

の3ページ目。

上記⑤の理由

3号炉では、津波の最高水位をT.P+3.5mと想定した上で、津波の影響を

考慮した最低水位をT.P-3.02mと想定し、海水取水可能水位T・P-3.39

mとの間に0.37mの余裕があるとしているが、6～10mの津波だと、海

水取水可能水位を超える水位低下となる。被告準備書面(3)において、

四国電力は、水位の低下により一時的に取水が不可能となる事態が生じ

たとしても、水位が回復すれば、取水は再開されると主張しているが、

海水ポンプは、一度吸水口から空気が混入すると、ポンプインペラ(回転

翼)が空回り状態となり、長時間故障して空気を抜く操作をしないかぎり

取水再開ができなくなると推測できる。したがって、海水ポンプが機能

を喪失して、上記④同様のメルトダウン、メルトスルーに至る危険があ

る。

なお、四国電力は、追加安全対策として、電源車、消防自動車、可搬型

消防ポンプ､水中ポンプ､ホイールローダ等を設置することとしている。

だが、これらは自動機器ではなく、人間が介在してはじめて駆動する機

器であるため地震、津波等の事故状態では通路など接近性の問題、ヒュ

ーマンエラーが介在する問題がある。また、台風、大雪等気象条件の組

み合わせを考えると、とても事故を防げる装置とは言えない｡
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第4学歴・職歴

私の学歴・職歴は、以下のとおりですb

昭和47(1972)年3月大阪大学工学部原子力工学科卒業

昭和47(1972)年4月三菱原子カエ業株式会社(注)に入社､PWR(加圧水型原子

炉)原子力発電所設計技術者として従事

（注）平成7(1995)年1月、三菱重工業株式会社と合併

平成12(2000)年7月日本原子力研究所東海研究所に研究員として派遣

平成17(2005)年4月独立行政法人原子力安全基盤機構検査業務部の調査役兼検

査員に従事。

平成22(2010)年3月 独立行政法人原子力安全基盤機構検査業務部を定年退職。
／
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[雨守寶蒋T可

制御棒挿入性評価における応答倍率法の適用の根本的な問題点

はじめに：

新規制基準【実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平

成二十五年六月二十八日原子力規制委員会規則第六号)】（注7)第三十六条（反

応度制御系統及び原子炉停止系統）の3には『運転時の異常な過渡変化時の高温

状態においても原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、燃料要素の許容損傷

限界を超えることなく発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持でき

ること」との規定がある。この規定は、福島原発事故以前の安全設計審査指針

と同じ規定である。四国電力は、この安全設計審査指針規定を満足しているこ

とを説明するために「伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率

法の適用性」（注4)を作成した。この資料には、次の「4，まとめ」がある。

本書においては、論評を加え、この「4．まとめ」がまちがっており、直下型

地震動で、制御棒挿入不能または、安全評価上の制御棒挿入時間制限(2.2秒の

超過となる危険性があることを説明する。

…-引用開始(31ページ)-…

4葵とめ

…入繍遅/zと地震力には一だめ…万物〃、ある入力レベル鐙

囲葵でば銀…にあるので､,感審縛華鞍でも…〃ま可諮と考える。

また、…入姓に鱒して､｡…又獄等より鋤互動の影割ﾕ宗〃な

いと考える。

・…引用終了(31ページ)･…

1．応答倍率法の適用では、鉛直動縦振動)を考慮していない問題点

「伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性j(注4)

には、以下の記述がある。

－－－－－－－引用開始(1ページ目)－－－－－

…の猿ス碍撒遅れ賦織#螺の穰々な澱形鋤の影響を受けるも

ので減ある瓜地誹の…入淫評獅で重要宏地馴力による抗力は

燃蝶合歓等の地溺芯鰯磁董に依淳し、燃料篤合が等の地餓砿審変

位童なある錨囲凌では地震力に此〃ｰることから、地震による猿ﾉ(遅れ昧

簡と地震力には…万物ると考之られろ。

／窮成／7拳莫源妥力施殼等砂耐震荏評〃浅茄光爵する詞撰及乙繍萱繍

耐力その2例…入幽に擦る報告書FZftl8fB月原子力安全塞

盤灘織ﾉノ（〃(7::[肌踊文蹴／という。ノによれば…の擬ス姓に

つし､てば、地震入力レベルがある鎚囲室でﾉｺ渥/z綱'檀獅ｳに壇功する
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働罰が職されている。したがっ冠地震ﾉ(カレベルにガム渥/z繍汐埴
獅ｳﾒz職功する錨囲であれ賦遅/z鮒を此勿悟することで轤獅可諮
と考える。

庚方3号鵜の戯謹評縦栗(EZ認時の耐震計算害：基戦地鋤S2Z堤大
加瀧渡：473ガ〃ノにおける…入解獅昌より、S2地震群の燃
郷集合がz斯溶愛菰加約30"〃である。

ﾉﾌ鯛告における基鍾勉鋤Ss(湯ﾌt加溌複:570カツルZ基裟勉震

"s2の約Z.2鮭刀に刃する評獅.では〃肥圃文獄デL一夕から、地震入

力レベルに対して窓Z輔"植溌"ｸに種〃する鐙〃であると柵し、勉震

による猿入遅/z鯛に芯審比を乗じて猿ﾉ(時荷を評〃して↓'る。
‘蘋入棚の計蕊方法

錆ス鮒＝侭j誇鮮の溝7禰撒ノナ（地震たよる題"僻勵×応春此

なお…入盗鍔には、癖クラスタ…置尉聯クラスタ

茶杓葦およ乙撚鐸黛今津が存在するため、をれらの鱗器のゆて鴇ﾌtの嫁書t
比を求め、評櫛している。

－－－－－－引用終了(2ページ目)－－－－－－

この記述では、伊方発電所の実機(および模擬)試験において、鉛直動縦振動)試

験をしていないことを示している。制御棒と燃料集合体に鉛直動(縦振動)地震が

加震されると、制御棒は自由落下状態で上下振動し、燃料集合体は原子炉容器

に固定された状態で上下振動することになる。このため、制御棒と燃料集合体

の相互間に振動位相のずれが生じ、燃料集合体の構成要素である制御棒ガイド

シンブル(制御棒案内管)内の冷却材が増える状態､つまり、制御棒が一時的に引
き抜かれる現象が生じる。制御棒が引き抜かれ、制御棒挿入時間が伸びる現象

は、全体の制御棒挿入時間に加算しなければならない。しかるに「JNES文献」

に報告されている「PWR制御棒挿入性に係る試験」は、多度津工学試験所での水

平加振試験であり、鉛直動縦振動)試験を考慮していない。また、多度津工学試

験所での加振試験装置は、3次元と言っているが、振動台が平面内しか加振でき

ない。すなわち、X-Z平面もしくはX-Y平面しか加振できない。実際の地震動

は、回転もある、3次元振動である。多度津工学試験所での加振試験が、実際の
地震動と同等とは、けっして言えない。すなわち、多度津工学試験所での加振

試験(X-Y平圃では、制御棒と燃料集合体に鉛直動縦振動)を考慮していない。
したがって、多度津工学試験所での加振試験では、実際の地震が3次元加震さ

れることによる制御棒挿入時間増加が考慮されていないことになる。このため、

設置許可変更申請書安全評価上の制御棒挿入時間制限(2.2秒)の超過となる危険

性がある。ちなみに、原発仕様の3次元振動台実験施設は、兵庫県三木市にあ

る実大三孜元震動破壊実験施設(E一ディフェンス）があるのみ。しかし、E
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一ディフェンスでは、これまで、PWR制御棒挿入時間測定試験は実施していな

い。

なお「伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」

(注4)の5ページ末尾に「鉛直地震力が制御棒挿入性に与える影響は、解析お

よび試験から水平地震力に比べ十分小さいと考えられる」との文言がある。

また、PWR原子力発電所制御棒挿入性試験に関する報告書『平成17年度原

子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査機器耐力その2幅子力安全

基盤機構)」（注1)でも、鉛直動の影響は余りないとしている。

しかし、上述のとおり、鉛直地震力が大加速度である実験を実施した事実も

なく、制御棒が一時的に引き抜かれ、制御棒挿入時間が伸びる現象を考慮して

いるわけでもないため、この「鉛直動の影響は余りない」とする文言を証明す

る根拠は、まったく薄弱である。

2．制御棒挿入試験(加振台）で使う地震入力波、解析で使う地震入力波が、特

定の代表地震波(時刻歴震動が同じ)である問題点

実際の地震波は、鉛直動(縦振動)を伴う速度波形のいびつな複合地震波(三次

元)であり、時刻歴震動は多種多様である。また、制御棒挿入関連機器(ドヲイブ

ライン)構成要素は、制御棒、制御棒駆動機構、上部炉心支持構造物、燃料集合

体(制御棒ガイドシンブル…制御棒案内管)、下部炉心支持構造物である。それぞ

れの機器に重力加速度、地震加速度(三次元)が加わった時、それぞれの機器が持

っている固有振動数モードが異なるため、各種地震波での共振領域はそれぞれ

異なる。したがって、特定の代表地震波(水平二次元)実験のみで、伊方3号の制

御棒挿入性が適切に模擬されるとは、到底考えられない。

3．今回の伊方原子力発電所基準地震動Ssでの制御棒挿入時間は、直線外挿の

評価であり、直線内挿の評価ではない問題点

四国電力は「遅れ時間が直線的に増加する範囲」と主張するが、実験科学的

に証明されているとは言えない。つまり、線型推定する場合に、直線内挿総説

1)の評価では実験科学的に証明された推定範囲に属するが、直線外挿僻説2)の

評価の場合には単なる予想、推測範囲でしかない。特に、比例幅が大きくなる

と予想の確実性も低くなる。1000ガル、2000ガル以上もあり得る加速度の場合

には、「遅れ時間が直線的に増加する範囲」とは、とても言えない。そのうえ「ド

ライブライン｣製作公差侮入遅れ方向)も、燃料集合体内での燃料棒滑り現象も

考慮が必要。製作公差、非線形の振動および滑り現象を考慮すると、その予想

がさらに不確かなものとなる。
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(解説1）直線内挿：ある既知の数値データ列を基にして、そのデータ列の各

区間の範囲内を埋める数値を求めること、またはそのような関数を与

えること。またその手法を内挿法（補間法）という。内挿するために

は､各区間の範囲内で成り立つと期待される関数と境界での振舞い(境

界条件)を決めることが必要である。最も一般的で容易に適用できるも

のは、一次関数（直線）による内挿（直線内挿）である。

http:"ia.wikipedia.org/Wiki/%E5%86%85%E6%80%BF

(解説2）直線外挿：数値データの無い範囲（外側）の値を推定する。最も簡

単なものは、一次関数（直線）による外挿（直線外挿）である。

ﾖdla･or卸w1kl/％皿5％A4％96％､】6％8C％I

4．挿入性評価基準値(2.2秒)を超過している問題点

「伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」（注4）

の5ページ目に記載の基準地震動Ss時の評価基準値は2.50秒、通常運転時の

挿入時間は1．87秒である。原子炉設置許可申請書添付十での安全解析前提条

件となる制御棒挿入時間2.2秒との整合性がない｡安全解析での制御棒挿入時間

が2．2秒なら、基準地震動Ss時の評価基準値も2.2秒でなければならない。2.2

秒を守れるか否かは、実規模加震時制御棒挿入試験で安全確認する以外はない。

低加速度での試験からの外挿計算雌測)、鉛直動(縦振動)を含まない多度津試験

からのコンピュータ外挿では、安全確認は不可能である。基準地震動Ssの評価

基準値2.50秒を見直ししないならば､新基準地震動時の評価基準挿入時間(2.50

秒と各種事故とを重ね合わせた安全解析が必要。つまり、安全解析の前提条件

(評価基準値2．2初を変更し、評価基準値2．50秒にして、改めて安全解析が必
ウ

要となる。

5．応答倍率法の問題点

地震における応答倍率法とは､時刻歴震動において鉛直動(縦震動)と横震動(X･Y

水平震動)の最大値が別々の時刻に現れた場合に、代表震動最大値を決定する方

法である。この場合、縦震動と横震動の最大値の単純和を分母として自乗和平

方根を分子して代表震動最大値を決定する。「伊方発電所3号機制御棒挿入性の

評価における応答倍率法の適用性」（注4)の5ページ目ではこの手法を制御棒

挿入性の評価に適用している。本書の問題点1．に述べたように、鉛直（縦）震

動による制御棒挿入時間の遅れのメカニズム(制御棒浮き上がり)は、横震動に

よる制御棒挿入時間の遅れのメカニズム(摩擦抗力)とは、全く違っている。独

立して発生する制御棒遅れ時間である。これは、上述の地震における応答倍率

法を借用するのではなく、独立して加算すべき遅れ時間となる。ちなみに、「伊
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方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」（注4)の5

ページ目でのS2地震動による遅れ時間が0.1秒で､Ss地震動による遅れ時間は、

応答倍率法ではS2地震動の1.555倍となっている。この応答倍率法の式でもと

もとのS2地震動による遅れ時間を計算すると、応答比は､r五一面冒干~両＝河2

/(1.33+0.29)=0.84倍となる。同じS2地震動なので、遅れ時間応答比は

1.00倍となるべき計算結果が、応答倍率法を適用すると0．84倍なのである。

これにより、「制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」がまちがって

いることを証明したことになる。「地震における応答倍率法」を制御棒挿入時間

予想に借用するのはまちがいである。

6．炉安審「制御棒挿入に係る安全余裕検討部会｣審査委員の問題点

審査委員はつぎのとおりであり、いずれも原子力推進組織(原子力ムラ)の職員

であって、利益相反関係にあることから、その審査の信用性についての問題が

ある。

岩村公道日本原子力研究開発機構

岡本孝司東京大学大学院

可児吉男日本原子力研究開発機構

木口高志原子力安全基盤機構

竹田敏一大阪大学大学院

更田豊志日本原子力研究開発機構

【主な論文リスト】

(注1）平成17(2005)年度原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び

調査機器耐力その2

平成18(200の年8月原子力安全基盤機構作成

(注2)発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（新耐震指針）決定(平

成18(200③年9月19日)今耐震バツクチエツク

http:"WWwbprefflkushmajp/nuclear/old/in血/Pdf_fileS/100805･12.pdf

(注3）原子力発電所の耐震安全性の確保に向けての原子力安全･保安院の対

応(平成19(2007)年8月27日）

(注4)伊方発電所3号機制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性
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平成21(2008)年12月付け

h伽"ELI-uesjMa釦旧QUDOUyh21/0211228/3/3-4.3df

(注5）ストレステスト報告添付資料4、制御棒挿入時間
httP:"Wwwbmeti.o・加／ lleSs/2011/11/20111114003/20111114003-6.pd

f
ｰ

ｰ

性6）「制御棒挿入による原子炉緊急停止に係る安全余裕に関する検討につ
いて」について

http:"Www.nsrbgo.jp/archive/nsc/anzen/Sonota/kettei/20090330D15.pdf

(注7）

新規制基準【実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則

（平成二十五年六月二十八日原子力規制委員会規則第六号）】
htt〕:"law.e‐ov､質o‘ Ihtmldata/H25/H25E31901000006.11tml

（反応度制御系統及び原子炉停止系統）

第三十六条発電用原子炉施設には、反応度制御系統を施設しなければな

らない。

2反応度制御系統は、二つ以上の独立した制御棒、液体制御材その他の

反応度を制御する系統を有するものであり、かつ、計画的な出力変化に伴

う反応度変化を燃料要素の許容損傷限界を超えることなく制御できる能

力を有するものでなければならない。

3原子炉停止系統は、次の能力を有するものでなければならない。

一通常運転時の高温状態において、二つ以上の独立した系統がそれぞれ

発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持できるものであり、か

つ､運転時の異常な過渡変化時の高温状態においても原子炉停止系統のう

ち少なくとも一つは､燃料要素の許容損傷限界を超えることなく発電用原

子炉を未臨界に移行し､及び未臨界を維持できること。この場合において、

非常用炉心冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれ

がある場合に作動する設備の作動に伴って注入される液体制御材による

反応度価値を加えることができる。

二通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態において、

少なくとも一つは､発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持で

きること。

三一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において､少なくとも一つは、

発電用原子炉を未臨界へ移行することができ、かつ、少なくとも一つは、
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発電用原子炉を未臨界に維持できること。この場合において、非常用炉心

冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合

に作動する設備の作動に伴って注入される液体制御材による反応度価値

を加えることができる。

四制御棒を用いる場合にあっては、反応度価値の最も大きな制御棒一本

が固着した場合においても第一号から第三号までの規定に適合すること。

4制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応度投入

事象（発電用原子炉に反応度が異常に投入される事象をいう。）に対して

原子炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、かつ､炉心の冷却機能を損なう

ような炉心､炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物の損壊を起こ

さないものでなければならない。

5制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、通常運転時に

おける圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件において、必要な

物理的及び化学的性質を保持するものでなければならない。
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